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要旨 

日本の景気が順調に回復しつつある中、伝統的工芸品産業はいまだ低迷脱却の糸口を模索している。

現在も多くの産地で様々な産地振興のための取り組みが行われているが、すべての取り組みが生産額

の増加に貢献しているわけではない。本研究の目的は、産地振興のために行ってきた取り組みとそれ

が産地に与えた効果に基づき、伝統的工芸品産地を類型化するとともに、取り組みと効果の関係を分

析・解釈することである。今回は、類型化方法と予備調査の結果を報告する。 
 

 

はじめに 
 伝統的工芸品産業は、様々な技術革新を遂げて現

在に至っており常に進化し続けている。しかしなが

ら、日本の景気が順調に回復しつつある中、伝統的

工芸品産業は今だ低迷脱却の糸口を模索している。 
 伝統的工芸品産業は、その特徴上、技術革新とは

無縁のように思われるが非常に密接な関係にある。

これまで伝統産業が発展・存続してきたのは、職人

や作家の活動を裏で支えてきた技術革新があった

ことが大きい。しかしながら、現在も多くの産地で

技術革新を起こすために技術開発をはじめ様々な

産地振興のための取り組みが行われているが、すべ

ての取り組みが直接生産額の増加に貢献している

わけではない。例えば、産地振興のために積極的に

技術開発を行っているが上手く生産額増加に繋が

っていない産地もあれば、技術開発に力をいれるこ

となく、生産額が微増減もしくは現状維持している

産地もあると思われる。また、産地振興のために技

術開発以外にも、新たな流通・販路の開拓やイベン

ト・お祭りといったことにも積極的に取り組んでい

ると思われる。 
 しかしながら、生産額には産地振興のための取り

組みだけではなく、経済状況、社会文化的状況、世

界情勢などといったコントロールできない要因が、

この問題を一層複雑にしている。 
 このような現状を踏まえ、産地振興のために行っ

てきた取り組みとそれが産地に与えた効果を検討

することは、低迷脱却の糸口を模索している伝統的

工芸品産地に極めて有効な基礎資料を提供できる

と思われる。 
 本研究の目的は、技術開発や新製品開発といった

先人たちが産地振興のために行ってきた取り組み

とそれが産地に与えた効果の観点から、様々な伝統

的工芸品産地を類型化し各産地の特徴を可視化す

るとともに、取り組みと効果の関係を分析・解釈す

ることである。 
 
研究方法 
 産地振興のために行ってきた取り組みとそれが

産地に与えた効果の観点から、様々な伝統的工芸品

産地を類型化するためには、産地振興のために行っ

た取り組みの効果を測定したり評価したりする必

要がある。 
 研究開発に関する効果測定や評価手法について

は、公的資金による研究活動の効率化・公平化など

を図ることを目的とし研究が行われている 1）2）。特

に独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構では、研究開発プロジェクトの評価手法や費用対

効果に関する研究を精力的に行っている 3）4）5）。 
 しかしながら、これらの研究成果が、伝統的工芸

品産業の振興のために行った取り組みの効果測定

や評価にそのまま適用するのは困難だと思われる。 
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 そこで本研究は、産地振興の取り組みとそれが与

えた効果の観点から、伝統的工芸品産地を類型化す

る方法を確立するために予備調査を実施した。 
 
予備調査の実施 
 予備調査を実施する伝統的工芸品産業は、石川県

の九谷焼産地とした。筆者らは昨年から九谷焼産業

における技術革新の知識基盤化 6）を目指すために、

石川県工業試験場が実施した技術開発に関する情

報や知識を収集している。また、石川県工業試験場

には九谷焼産業の技術開発を専門にサポートする

九谷焼技術センターという出先機関があり、九谷焼

産業の振興に力を入れていることから、予備調査に

相応しい伝統的工芸品産地だと思われる。 
 予備調査を実施するに当たり、まず石川県工業試

験場が発行する研究報告書等の資料と九谷焼の年

間生産額（産地の有識者に提供を依頼）を収集し、

九谷焼産業の振興のために行った技術開発を時系

列上に整理し技術開発年表を作成した（図 1）。作成

した技術開発年表を基に、技術開発を評価するため

の調査用紙を作成した。調査用紙は、技術開発を行

った年代、技術開発名称、評価点（10 点満点）、影

響の内容から構成した。なお、本予備調査は、技術

開発の効果を経済効果といった数値による評価が

難しいと判断したため、まずは技術開発成果のユー

ザーであり、産地全体を把握している有識者に技術

開発の評価を依頼する方法とした。 
 予備調査は、2007 年 5 月 17 日に実施し、調査に

要した時間は 1 時間 30 分であった。調査方法は面

接式の調査とし、技術開発年表を見ながら、必要で

あれば技術開発内容を説明し、個々の技術開発につ

いて 10点満点で評価してもらった。しかしながら、

評価してもらう技術開発は 76 あり、全ての技術開

発を評価するには膨大な時間が必要であり評価者

の負担が大きかったのと、調査中に評価者から、基

礎的な研究（例えば新しい絵具を開発するためにい

った原料の成分分析）は把握していないため評価す

るのは難しいが、その基礎研究が基になって有益な

技術（例えば無鉛和絵具）が開発されたのなら、基

礎研究は開発された技術と同じぐらい重要であり

評価が高いという話を受けたため、急遽関連がある

技術開発をカテゴリ化して評価してもらった。 
 
評価結果の整理 
 関連ある技術開発をカテゴリ化し評価してもら

った点数を個々の技術開発の評価点として与えて

いった。たとえば、強化磁器の開発（1984-1987）、
強化磁器の高級化（1989-1990）、強化磁器と透光性

磁器の特徴を有する磁器の開発（1997-1999）という

関連ある 3つの研究を「強化磁器の一蓮の研究開発」
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1983-1986
スクリーン印刷

1982-1983
銅釉試験

1983-1985
釉薬の基礎的性質

1983-1985
耐熱磁器

1983
溶出鉛の迅速比色判定法

1984-1987
強化磁器

1989-1990
強化磁器の高級化

1981-1985
無鉛絵具（色ガラスも）

1991-1992
高耐酸性上絵具

1984-1985
陶磁器原料の微量分析

1986-1991
鋳込み成形技術（分析アプローチ）

1992-1994
発色研究（データベース化）

1995-1997
新耐酸性絵具（鉛溶出条件）

1986-1990
透光性磁器

1991-1995
釉薬の開発（剥離問題対策）

1996-1999
3次元積層装置の利用

1984
マット釉試験

1986-1992
釉薬の研究（剥離防止）

1985-1987
イングレイズ

1985-1987
タコ印刷

1985-1988
下絵転写印刷

1989-1991
釉薬の転写印刷

1992-1993
コンピュータ製版

1993-1996
鉛溶出対策
(水蒸気吹き込み・鉛溶出低減条件)

1997-1999
強化磁器+透光性磁器の
特徴を有する素地の開発

1997-1998
呉須の加飾

1999-2002
発色データベース

2003-2004
ＶＲ技術の応用

1996-2006
無鉛和絵具の開発

1999-2000
鉛溶出迅速化試験

2001-2002
絵具溶出成分の測定

2000-2002
光触媒の機能性陶板

2003-2006
釉設計技術（剥離防止等）

2006
磁器素地の
品質向上

2001-2005
ろくろ整形用透光性磁器坏土

1966-1971
九谷焼プロパン炉計装化の研究

1967
廃陶石の利用開発研究

1981-1982
無鉛フリット研究

1972
大日陶石の調査

1971-1973
花坂陶石の調査

1972
坏土の改良試験

1972
未利用陶石の活用

1973
大日陶石の利用開発

1973-1974
大日と花坂の併用試験

1978
鋳込み坏土
（花坂と大日の併用）

1979-1980
鋳込み坏土

1982
鋳込み・機械轆轤用坏土

1972
ＬＰＧ焼成による呉須の影響

1978　　　　1980
釉薬の研究（貫入防止）

1982
透明基礎釉の開発

1981
鉄釉試験

1982
素地の製造

1978-1989
無鉛フリット研究

1972-1975
上絵具の耐酸性向上研究

1970-1975
上絵具の分析法

1965
デザイン研究(割烹)

1962-1966
坏土の研究（改良・鋳込み・機械ロクロ・ロクロ）

1963
重油焼成法

　　1963
新製品開発研究

1964
九谷焼の現状調査

1972-1973
デザイン研究

1966-1971
　輸出向デザイン研究

1970
耐火度の研究

1972
珪酸塩の分析法

1973
原子吸光分析法（上絵具）

1976
原子吸光分析法（ホウ素）

1962
磁器白失釉薬試験

1964-1969
スクリーン転写

1974-1980
住まいのための生活用具の研究

1968-1969
溶出鉛定量に対する
ポーラログラフ

1976
発光分光分析法（上絵具）

1972
発光分光分析法（珪藻土・陶石）

1982-1984
フリットの分析法

1971
マット釉の研究

1964
窯業工場の計装化

図 1 石川県工業試験場および石川県九谷焼試験場が発行した報告書により作成した年表 
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とし、評価してもらった点数をそれぞれ 3 つの研究

に同じ点数を与えた。また、1 つの研究が複数の研

究に関係がある場合は、複数の研究の評価点の平

均値を評価点とした（図２）。 

 以上の方法で、様々な伝統的工芸品産地を評価値

と生産額の関係図で可視化し類型化する。 

 
図 2 集計方法の例 

表 1 評価点および生産額を5年毎に集計した結果 

年代 評価点 加算結果 
生産額 
（平均） 増減率 

1961－1964 35(50) 35 No Data －

1965－1969 56(60) 91 1700 －

1970－1974 91.5(110) 182.5 5000 194.1(%) 
1975－1979 66.5(70) 249 8180 63.6(%) 
1981－1984 97(120) 346 8100 -1.0(%) 
1985－1989 55(80) 401 9625 18.8(%) 
1991－1994 70(80) 471 15600 62.1(%) 
1995－1999 39.5(50) 510.5 13600 -12.8(%) 
2001－2004 35(40) 545.5 7848 -42.3(%) 
2005－2006 38.5(50) 584 5800 -26.1(%)

A1の研究 
A2の研究 Bの研究=8点 A3の研究 

A4の研究 

 
類型化方法 
 産地振興のための取り組みとその効果の関係か

ら伝統的工芸品産業を類型化する方法は、取り組み

に対する評価点と生産額の関係を 2次元上に可視化

していくこととした。 
 実際に収集したデータを用いて、本研究における

類型化方法を説明する。まず評価結果を整理した後、

76 ある技術開発の評価点を集計する。集計の仕方と

して、技術開発終了後すぐに効果が表れるわけでは

なく、いつ効果が表れるか分からないのが現状であ

るため、ある程度幅を持たせて集計することにした。

具体的には、技術開発を行えば行うほど産地に技術

開発の知識が蓄積されるという仮定に基づき、5 年

毎および 10 年毎に評価値を集計し加算していった

（表 1）。生産額については、5 年毎および 10 年毎

の平均値を算出し後、増減率で表した。ただし、類

型化する伝統的工芸品産地のケースがある程度そ

ろった時点で、各数値データを正規化し、産地同士

で比較できるようにする。 
 加算した評価点と生産額の増減率を用いて、評価

点と生産額の関係図を描いていく（図 3）。また、様々

な伝統的工芸品産地の産地振興の取り組み具合と

生産額の関係の観点から、産地同士がどのような位

置関係にあるかを示す図も作成する（図 4）。 

（ ）内の点数は最高点 

生産額増減率（+）生産額増減率（-）

技術開発知識
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図 3 5 年毎に集計した評価点と生産額の関係図 

 
図 4 評価点と生産額の関係に基づく位置関係 

 
予備調査のまとめと結果の考察 
 産地振興の取り組みとその効果の観点から、伝統

的工芸品産地を類型化する方法を確立するために

予備調査を実施した。調査対象を九谷焼産業とし、
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これまで行われた技術開発を石川県工業試験場発

行の報告書を基に収集し、その取り組みを九谷焼産

業の有識者に評価してもらった。技術開発の評価点

と年間生産額を用いて、その関係を 2 次元上に可視

化した。その結果、技術開発の取り組み具合と生産

額の関係が年々どのように変化していったか直感

的に把握することができる。しかしながら、この方

法では、どのような技術開発が効果をもたらしたの

かが分からないため、有効であった技術開発やその

他有効であった取り組み、生産額減少の要因などの

解釈を付け加える必要がある。さらに、本調査では、

産地振興のための取り組みとして技術開発だけを

取り上げた。しかし、生産額に影響を与える取り組

みは、技術開発だけではなく、新流通・販路の開拓

やイベントの開催など様々な容易が考えられるた

め、技術開発以外の取り組みも考慮する必要がある。

そこで、産地振興の取り組みに関する情報の収集の

指標として、シュンペーターのイノベーションの概

念を適用し、イノベーションの種類（産地振興の取

り組み）と生産額で関係図を描き類型化していく。 
 また、技術開発の評価最中に 2つの問題が生じた。

1 つは、評価時間の問題であり、この回避方法とし

て、評価項目が多い場合は、予め関係のある項目を

カテゴリ化しておくことが望ましい。2 つは、評価

者から、「技術開発してもらっている身であり大抵

の技術開発は重要である」との意見があった。つま

り、技術開発をしてもらっている身であるため素直

に評価することが難しいことが伺える。そこで、よ

り調査結果の信頼性を増すため、評価方法を検討す

る必要がある。さらに、より多くの伝統的工芸品産

地を類型化するために、非対面のアンケート調査法

による産地振興取り組みの評価方法も考えておく

必要があると思われる。 
 
類型化手順の再設計 
 予備調査で明らかになった課題等を考慮して、類

型化手順を再設計した。 
① 産地振興のための取り組みに関する情報をシュ

ンペーターのイノベーションの概念を参考に収

集する。産地振興の周辺状況については以下の

3 点について着目し情報を収集する。 
• 産地状況：生産額等の数字データ、売れ筋商品、

流通形態の変遷、業界ニュース、組織形態の変

遷、イベント、その他様々な業界の取組み。 
• 社会情勢（世界/日本）：景気状況、戦争、オイル

ショックといった出来事。 
• 社会文化的背景：健康・安全といった社会的ブ

ーム、日本で開催された世界的なイベントなど。 
② 収集した情報を時系列上に整理し年表を作成。 
③ 収集した産地振興の取り組みを評価するための

技術評価票を作成する。取り組みが多い場合は、

評価者の負担を考慮し、関係あるもの同士をま

とめて評価してもらう。評価項目は、単に点数

を付けるのではなく、様々な観点から評価でき

るように設計する。 
④ 産地全体を把握している有識者に評価を依

頼する。 
⑤ 評価終了後、評価点を 5 年毎もしくは 10 年毎に

合計点を算出し加算していき、評価点と生産額

の関係を 2 次元上に表し類型化する。 
 
今後の予定 
 予備調査によって確立した類型化手順に従い、ま

ずは石川県の九谷焼産地と漆器産地について類型

化を行う。その後、他県の陶磁器産地と漆器産地に

ついて調査を実施し、類型化の事例を増やしていき

たい。 
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